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政策評価をめぐるこれまでの経緯 

（平成 12 年
 
平成 9 年 12 月 行政改革会議最終報告  －政策評価の導入を提言－ 

 

平成 10 年 6 月 中央省庁等改革基本法成立 

－中央省庁改革の基本方針として政策評価機能の強化が盛り込

 

9 月 中央省庁等改革に係る立案方針（中央省庁等改革推進本部決定）

－政策評価機能の充実強化を図るための立案方針を提示－ 

 

平成 11 年 1 月 中央省庁等改革に係る大綱（中央省庁等改革推進本部決定） 

－政策評価に関する大綱を提示－ 

 

4 月 中央省庁等改革の推進に関する方針（中央省庁等改革推進本部決

－政策評価の枠組みを決定－ 

 

5 月 総務庁行政監察局に政策評価等推進準備室を設置 

全省庁からなる政策評価準備連絡会議発足 

－政策評価の実施方法等に関する標準的ガイドライン案の策定作業に着手

 

7 月 国家行政組織法一部改正法、総務省設置法成立 

－政策評価の根拠規定が盛り込まれる－ 

 

8 月 政策評価準備連絡会議において、「標準的ガイドラインに盛り込む

（検討案）」了承 

政策評価の手法等に関する研究会・初会合（以降、計 15 回開催） 

 

9 月 中央省庁等改革推進本部顧問会議に「標準的ガイドライン案の検

案」を説明 
 

平成 12 年 2 月 政策評価の手法等に関する研究会が「政策評価の導入に向けた意

の中間整理」を公表 

 

4 月 中央省庁等改革推進本部顧問会議に「政策評価に関する標準的ガ

ンの試案」を説明 

 

5 月 総務省組織令、政策評価・独立行政法人評価委員会令閣議決定 

 

6 月 政策評価の手法等に関する研究会が「政策評価の導入に向けた

め」を公表 
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